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『国際学入門』 共著 2005年3月 常磐大学国際学部 社会の24時間対応化に伴い、人材不
足の産業分野に外国人が採用される
動きがある。茨城県内のﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸに
より、日系ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人ｺﾐｭﾆ
ﾃｨの出現や中国人農業研修生・技能
実習生の増加が確認された。彼らを
受け入れるｺﾐｭｲﾃｨの問題と外国人が
個別に抱える問題が生じており、経
済的側面以外にも人の移動に伴う文
化、教育の問題にも注目するべきで
あることを指摘した。
北根精美「地域社会から考える多文
化共生」pp.106-121/p.

理想団運動の研究―
社会運動ｼｽﾃﾑ試論か
らのｱﾌﾟﾛｰﾁ―

単 1990年3月 東洋大学（修士論
文）

　本論は明治25年に黒岩涙香が立ち
上げた新聞「万朝報」を舞台に展開
された社会運動である「理想団運
動」を、社会ｼｽﾃﾑ論の立場から分析
し、その運動が成功を収めるにいた
らなかった要因を分析するととも
に、成功し得る理想的社会運動ｼｽﾃﾑ
のﾓﾃﾞﾙの構築を試みた。ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑの
歴史に位置付けられる理想団運動をｼ
ｽﾃﾑ論的に分析するという切り口に加
えて、明治時代の新聞事業や社会情
勢のﾃﾞｰﾀを活用し、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀによる統
計数理的な分析を活用して実践的な
解析を試みた。

新しい東アジアが見
えてくるアジアの情
報化―現状と課題―

共著 2001年10月 春風社 1997年ｱｼﾞｱ通貨危機以降のｱｼﾞｱ地域
における情報化の進展において、特
にｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾌﾗ整備とその維持・発展
のための人材育成、ITﾘﾃﾗｼｰの普及が
今後の情報化をリードする地域とな
ることを、高度情報化推進特区の事
例をもとに考察した。また、情報量
と質の高さによりﾈｯﾄﾜｰｸの価値が高
まることから、日本においては後れ
をとった高速通信網整備を急ぎ、ﾈｯﾄ
ﾜｰｸでの情報発信ができる人材育成が
重要であることを論じた。
東ｱｼﾞｱ研究会編 北根精美「ｱｼﾞｱの情
報化―現状と課題―」(pp.229～262
／p.302)
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「地域活性化のため
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型教育の
実践 ―産学官連携
によるｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝ
ｸﾞ事例を中心にー」

単 2016年10月 『アジアデザイン文
化学会
論文集』No.10

本稿では、産学官の双方向メリット
を追求するPBALの授業ﾃﾞｻﾞｲﾝについ
て、茨城県常磐大学での事例をもと
に、2000年以来連携を進めてきた県
外企業、県内企業、県内第三セク
ター、水戸市とのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施ﾊﾟ
ﾀｰﾝ別に、概要、内容、成果、課題に
ついて報告する。継続的に産学官連
携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施するためには、双
方向メリットが基本であると同時
に、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ課題、活動範囲、制約
条件、評価方法の明確化が重要であ
ることを示した上で、今後のPBALの
展望について議論した。

学生による地域企業
の問題解決プロジェ
クトの実践

単 2003年12月 日本教育工学会研究
報告書

「学生が地域企業の課題を理解し、
課題に関連する情報収集を行い、仮
説検証型調査を実施し、分析結果を
踏まえた解決策を提案する」ことを
目的としたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施した。こ
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実践的な授業、地元企
業への就職を希望する学生のﾆｰｽﾞ
と、主体的な学び、為すことによっ
て学ぶ姿勢を重視する教員のﾆｰｽﾞ、
地元学生のｱｲﾃﾞｨｱを活用したい企業
のﾆｰｽﾞに合致し、それぞれのﾆｰｽﾞの
ﾊﾞﾗﾝｽを保ちながら進める限り、有効
な授業実践であるといえる。
（「地域ｺﾐｭﾆﾃｨの教育力」（9））

　組織の統合的状況適応ﾓﾃﾞﾙに基づ
き、ﾊｰﾄﾞｳｪｱとしての組織構造、ｿﾌﾄ
ｳｪｱとしての人間行動、外部環境に影
響を受けﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄの統合結果あるい
は連動的な過程としての組織活動、
過程がもたらす評価に対して、定型
的意思決定を前提とした上で、7種類
の多変量解析ﾓﾃﾞﾙにより、それぞれ
のｼｽﾃﾑ要素において適合する判断基
準を提供することの可能性について
論じた。

論文組織化学におけ
る定型的意思決定ｼｽ
ﾃﾑ―多変量解析の活
用と可能性―

1992年3月 東洋大学大学院紀要
第28集

児童養護施設におけ
る子どもの個性育成
の問題点

共 2015年3月 『茨城大学愛と傷つ
きやすさの研究・常
磐大学被害者研究所
第9回ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰ報
告書』

本稿では厚生労働省の2008年児童養
護施設入所児童等調査結果（以下
2008年調査）と2013年児童養護施設A
で実施した職員に対する聞取り調査
及び参与観察（以下2013年調査）の
結果をもとに、子どもの個性育成を
目指す社会的養護の方向性と、その
実現に困難を抱える社会的養護の実
践現場とのｷﾞｬｯﾌﾟを明らかにし、ま
た、施設の小規模化への移行期にお
ける社会的養護の質の充実を図るた
めの方策について考察した。
北根精美・龍田怜奈・金子悠一朗

　Webﾘﾌﾚｸｼｮﾝ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ（WRP）を導入
し、個々の学びと向き合う授業実践
を試み、①学習のﾘﾌﾚｸｼｮﾝ、②学習に
向き合う態度、③学習目標の設定の
観点から成果を分析した。KHcoderに
よるﾃｷｽﾄ分析の結果、ﾃｰﾏ語出現率は
統計的に有意に毎回のﾃｰﾏに沿ってい
た（①）。学生の能動的学習や負担
感の違いをﾃｷｽﾄ分析により把握し、
また能動的な学習態度は、回帰分析
によりﾃｰﾏへの興味と達成感によりﾓ
ﾃﾞﾙ化できる可能性が見いだせた
（②）。WRPへのｸﾞﾗｳﾝﾃﾞｯﾄﾞｾｵﾘｰｱﾌﾟ
ﾛｰﾁにより、授業反応を分類できた
が、学習目標の設定に関する反応を
見出すことはできなかった（③）。
（pp.11-15）

Webリフレクショ
ン・ペーパーによる
授業改善と学習管理
力の向上

単 2009年11月 社団法人私立大学情
報教育協会　pp.11-
15
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社会調査において調査項目及びｶﾃｺﾞ
ﾘｰの客観的選択を行うための対数線
形ﾓﾃﾞﾙの利用可能性について、「浜
松市における外国人の生活実態・意
識調査―日系ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・ﾍﾟﾙｰ人を中心
に―」ﾃﾞｰﾀをもとに分析した結果、
日系人の差別・偏見認識の度合いが
性別、本人の日本人意識、地域交流
頻度から説明できるかどうか数理統
計的分析をもとに検討した。その結
果、差別・偏見認識の概念ﾓﾃﾞﾙとし
て、説明力を高めるために変数追加
が必要であることがわかった。
(pp.43-53)

常磐大学人間科学部
研究紀要第13巻第2
号

異文化コミュニケー
ションにおけるコ
ミュニケーターの意
識構造比較―AHP・
ISMによる分析の試
み―

1995年3月 東洋大学大学院紀要
第31集

異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをひとつのｼｽﾃﾑとし
て捉え、ｺﾐｭﾆｹｰﾀ-間の意識構造を数
量化し、図式化することで、可視化
比較を試みた。日本人学生とﾏﾚｰｼｱ人
留学生が同じｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾃｰﾏ、基準
により評価した結果を分析的階層過
程（AHP）及び解釈的構造ﾓﾃﾞﾙ
（ISM）により分析した結果、両者の
ﾃｰﾏ認識の違いを数量的、図式的に示
すことができた。(pp.15-26)

対数線形分析（Log
linear Analysis)に
よる調査ｱｲﾃﾑ・ｶﾃｺﾞ
ﾘｰの検討法―浜松市
における日系人労働
者の実態・意識調査
データを事例とした
一考察―

1994年3月 東洋大学大学院紀要
第30集

浜松市における外国
人の生活実態・意識
調査―日系ブラジ
ル・ペルー人を中心
に―日系人労働者と
日本人とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ･ｷﾞｬｯﾌﾟ―浜松市に
おける日系人労働者
の実態・意識調査の
結果に基づく分析―

1993年3月 東洋大学社会学部紀
要30-2（通巻第41
集）

浜松市の日系人労働者を対象とし
て、職場や地域社会において「こと
ばの壁」がどの程度ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｷﾞｬｯ
ﾌﾟを引き起こす要因となっているか
について、質問紙による面接調査
（有効回答数429人）をもとに統計数
理的分析をした結果、日本語能力の
高さと日本人（職場・親戚）との関
係の良さとは関連がないこと、日本
人との交流は活発とは言えず、壁を
感じていることがわかった。ただ
し、日本語能力のｶﾃｺﾞﾘｰ設定に対す
る被験者の認識において、整合性の
問題が指摘された（ｶｲ二乗検定・数
量化Ⅱ類）。
喜多川豊宇編、北根精美「日系人労
働者と日本人とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｷﾞｬｯﾌﾟ
―浜松市における日系人労働者の実
態・意識調査の結果に基づく分析」
(pp.264-281/p.424)
＊調査研究組織の研究員としてPCSAS
による調査ﾃﾞｰﾀ処理及び数量分析を
担当。

　本論は1994年にﾏﾙﾁ商法の組織関係
者178人を対象とした「消費者被害防
止対策研究会」の調査の結果をもと
に、組織ﾄｯﾌﾟ、上位者、中位者、下
位者別の入会動機、生活意識、人生
観を数量化Ⅲ類・主座標分析により
解析したものである。その結果、組
織内地位の違いにより、被害性、加
害者性に相違があることがわかっ
た。
諸澤英道・北根精美(pp.3-18/p.18)
＊調査研究組織の研究員としてPCSAS
による調査ﾃﾞｰﾀ処理及び数量分析を
担当。

マルチ商法会員の加
害者性と被害者性
データ分析と解釈担
当

共 1996年3月
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　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ媒体による異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ授業を仏国ﾄｩｰﾙｰｽﾞCaousou校と日本
人学生間で行った。電子ﾒｰﾙを用いた
自己紹介と日本文化紹介のやり取り
で蓄積されたﾃｷｽﾄﾛｸﾞをもとに、Zipf
の法則により分析を行った結果、日
本人学生の方が非母国語同士のｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝにおいて、選択単語数の不足か
ら生じる自己表現力の問題に直面し
ていることがわかった。加えて、Web
によるﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ表現が表現不足を補
う手段として活用できる可能性を論
じた。（pp.73-81）

ｵｰｽﾄﾗﾘｱの高等教育で実施されている
点検評価ｼｽﾃﾑについて、現地聞き取
り調査及び資料分析により、１）評
価ｼｽﾃﾑの政府支援、２）大学関係者
から見た評価活動の実情を明らかに
した。１）に関しては、DEETが省の
設立当初から点検評価を主導してお
り、評価活動状況に応じた予算配分
や大学間比較の指標として使われて
いる。２）については、肯定的な側
面としては、大学の教育及び学生の
学習ﾚﾍﾞﾙの質的維持であり、否定的
な側面では、評価活動にかかわる教
員、職員、学生の負荷の増加傾向で
ある。全体としては、点検評価ｼｽﾃﾑ
が大学運営の一部として完全に組み
込まれているといえる。（pp.1-21）

ブラジル移民及び来
住日系ブラジル人の
生活―構造・意識の
変化に関する総合的
現地調査研究―イタ
リア・ドイツ・日系
ブラジル人のアイデ
ンティティ分析

共 1997年3月 東洋大学社会学部紀
要第34-2号p377-391
担当

　ﾌﾞﾗｼﾞﾙにおけるｲﾀﾘｱ・ﾄﾞｲﾂ・日系
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人の意識調査にもとづき、ﾏｲﾉ
ﾘﾃｨ・ｸﾞﾙｰﾌﾟのﾒﾝﾊﾞｰがどのように母
国人的ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨとﾌﾞﾗｼﾞﾙ人的ｱｲﾃﾞﾝ
ﾃｨﾃｨを個人の認識において位置づ
け、またそれらが地域社会でのﾌﾞﾗｼﾞ
ﾙ人や母国系ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人との交流にどの
ような影響を及ぼしているのかにつ
いて、因子分析を行い３ｸﾞﾙｰﾌﾟの比
較を試みた結果、母国人的ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ
が強い人ほど、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人との交流が
緊密である傾向がみられ、ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ
葛藤の克服と社会適応との関連に関
する調査仮説を得られた。
喜多川豊宇編、北根精美「ｲﾀﾘｱ・ﾄﾞｲ
ﾂ・日系ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人のｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ分析」
p377-391担当

　高等教育機関における点検評価の
歴史と今後の展望について、ｱﾒﾘｶと
ｵｰｽﾄﾗﾘｱの事例をもとに論じた。ｱﾒﾘｶ
では大学点検評価はﾙｰﾃｨﾝ化し、大学
間比較のﾂｰﾙとなっているが、個人主
義的自由主義のｱﾒﾘｶにおいては、教
育全体に対してｱｶｳﾝﾀﾌﾞﾙであるべき
という姿勢は当然のこととして受け
入れられる。一方、ｵｰｽﾄﾗﾘｱの大学点
検評価は緊縮財政をきっかけに政府
主導で進められ、大学の社会開放
化、企業化が進展した。大学運営の
透明性、学科運営の倫理性、人事制
度との連携、研究・授業の活性化か
らみて、質の向上が図られたといえ
る。
高山崇・北根精美（pp.19-43のう
ち、ｵｰｽﾄﾗﾘｱの大学における点検・評
価を担当）

ＣＭＣと異文化間コ
ミュニケーション

1997年3月 常磐大学、常磐国際
紀要第1号

アメリカおよびオー
ストラリアの大学に
おける点検・評価の
過去・現状そして将
来展望オーストラリ
アを担当

共 1998年3月 常磐大学、常磐国際
紀要第2号

オーストラリアの大
学における授業評価
システム

単著 1999年3月 常磐大学、常磐国際
紀要第3号
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携帯電話のﾒｰﾙ機能を使い、くちｺﾐ磁
場を形成と磁場の拡散可能性につい
て、被調査者男女5人の携帯電話ﾛｸﾞ
をもとに分析した。その結果、情報
欲求を満たすくちｺﾐであれば、その
情報を軸として小規模ではあるが、
情報に反応するｸﾗｽﾀｰを探索できるこ
とがわかった。また、個人がｸﾗｽﾀｰと
接触可能な共感空間を発見しやすい
仕組みがあれば、小規模くちｺﾐ磁場
を形成できるといえる。（pp.19-
38）

授業の補完としてのeﾗｰﾆﾝｸﾞ利用の観
点から、異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論のeﾗｰﾆﾝ
ｸﾞ化ﾌﾟﾛｾｽについて、ｲﾝｽﾄﾗｸｼｮﾅﾙ・ﾃﾞ
ｻﾞｲﾝ（IC）にもとづき論じた。ICに
おけるﾀｰｹﾞｯﾄとしての学者分析ﾌｪｰ
ｽﾞ、学習目標・内容設計のﾌｪｰｽﾞ、学
習ﾂｰﾙの開発ﾌｪｰｽﾞ、実施のﾌｪｰｽﾞ、学
習成果の測定・評価のﾌｪｰｽﾞを異文化
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論のeﾗｰﾆﾝｸﾞ化のための流
れにおきかえ、各ﾌｪｰｽﾞにおける課題
について論じた。
阿部昌信・堀口秀嗣・北根精美・坂
井知志・塩雅之「異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
のeﾗｰﾆﾝｸﾞ化」（pp.23-27/pp.13-
30）

ﾋｭｰﾏﾝ・ﾘｿｰｽが不足する組織におい
て、eﾗｰﾆﾝｸﾞ・ｺﾝﾃﾝﾂの開発を進め、
授業支援のﾂｰﾙとして活用できるよう
にするため、学習者の学習ﾌﾟﾛｾｽを記
録し、同じﾃｰﾏの学習者用ｺﾝﾃﾝﾂとし
て蓄積する仕組みを考えた。学習用
のｺﾝﾃﾝﾂ作成活動を含む、授業支援型
eﾗｰﾆﾝｸﾞの事例として、関西大学の授
業支援型e-LearningｼｽﾃﾑCEASや「教
えと学びのｼｮｰｹｰｽ」の特徴について
まとめ、常磐大学におけるｺｰｽｳｪｱ開
発の課題をまとめた。
堀口秀嗣・石川勝博・寺島哲平・北
根精美・塩雅之・町英明・星名由美
「3.3　学習用のｺﾝﾃﾝﾂ作成活動を含
んだ授業支援型eﾗｰﾆﾝｸﾞの試行」
（pp.178-180）

　茨城県大洗町にある日系ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人
集住地域の背景と現状、定住が始
まって以来12年が経過する中で、日
本語を母語としない子供の教育環境
の現状について論じた。就労意識や
二国間にまたがる二重生活、子ども
の将来への考え方が、直接・間接的
に子どもの母語の獲得や日本での学
習の遅れにつながることが示され
た。定住する家族が学校活動に参加
して、子どもの状況を把握するため
に雇用主を含む地域社会の協力が不
可欠である。
北根精美、坂本裕保「大洗のｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ﾝ・ｺﾐｭﾆﾃｨ」分科会Ⅲ-A報告集
（19,200字）

単著

大学教育のｅラーニ
ング化

2011年3月

2006年3月 常磐大学人間科学部
紀要人間科学
23-27頁

常磐大学教育実践研
究所

2004年3月 常磐大学国際学部常
磐国際紀要
19-38頁

共著

「多言語・多文化社
会におけるこれから
の教育 ─違いを超
え、豊かな個を育む
ために─」

単著

携帯電話を媒体とす
るくちコミ磁場の形
成

ｅラーニングシステ
ムと学部コースウェ
アの開発

共著 2010年3月 常磐大学国際学部常
磐国際紀要178-182
頁
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15.
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18.

「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｱｰｷﾋﾞｽﾄ
養成に主眼を置いた
ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を利用し
た授業の開発」

共著 2015年11月 ｺﾐｭﾆﾃｨ振興学部紀要
『ｺﾐｭﾆﾃｨ振興研究』
第21号

常磐大学課題研究助成「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｱｰｷ
ﾋﾞｽﾄ養成に主眼を置いたﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
を利用した授業の開発」（共同研究
2012-2014年度）の成果をまとめた。
（pp.115-132）
町英明・塩雅之・坂井知志・北根精
美
分担：ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸの場面でﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾘ
ｿｰｽを検索し、画像・動画・音声・ﾃｷ
ｽﾄを記録する作業において、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ
PCを活用する利点とこうした活動を
支援するための大学内でのｲﾝﾌﾗ整備
の問題点について考察した。

「卒業後、茨城県で
ｷｬﾘｱを形成するため
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型ｱｸﾃｨ
ﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ―現社
LPs2017の立ち上げ
とその評価を中心と
して―」

単著 2019年3月 常磐大学人間科学部
紀要『人間科学』第
36巻第2号

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ（PBL）
のｻｲｸﾙについて言及し、米国海洋大
気庁「教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾃﾞｻﾞｲﾝ」の事
例をもとにPBLの特徴について考察し
た。また、現社ALPs2017の実践と参
加学生が回答した社会人力ﾃｽﾄの参加
前後の変化について分析した結果、ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力、対応力、行動力、協調
性、ﾁｰﾑﾜｰｸにおいてﾌﾟﾗｽの変化がみ
られ、また、今後修得したい力を明
示できるようになった。
株）常陽銀行「持続可能社会に向け
た地域の環境づくり活動」教育研究
助成（2017年度）の成果をまとめ
た。

「ｅﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑと学
部ｺｰｽｳｪｱの開発と実
践」

2016年3月 常磐大学国際学部
『常磐国際紀要』第
20号

　地域資源を活用した地域ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝ
ｸﾞに注目が集まる中で、ﾆｭｰﾂｰﾘｽﾞﾑの
進展の可能性について論じた。従来
のﾂｰﾘｽﾞﾑが開発されたﾘｿﾞｰﾄへのﾏｽｸﾞ
ﾙｰﾌﾟの移動を目的地の地理的、旅行
実施形態的特徴とするならば、ﾆｭｰﾂｰ
ﾘｽﾞﾑは都市・地方の日常空間におけ
る非日常的発見や経験を多様なﾆｰｽﾞ
をもった消費者に提供することを特
徴とする。さらに、ICTの発展は個人
旅行者の旅行企画能力を向上させ、ﾏ
ｽﾂｰﾘｽﾞﾑよりも訪問先との主体的な関
りが特徴といえる。（pp.91-101）
＊常磐大学課題研究助成「持続可能
なツーリズム・マネジメントの日・
タイ比較研究」（共同研究　2012-
2013年度）研究報告

　ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞの要素が11～67％と
なる異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの授業をﾗｰﾆﾝｸﾞ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ上及び対面講義とのﾌﾞﾚﾝ
ﾃﾞｨｯﾄ授業をﾃﾞｻﾞｲﾝした。44名の受講
生の15回分の授業履歴を計量ﾃｷｽﾄ分
析（KHcoder）した結果、ﾃｰﾏに関連
する記述、主体的学びの態度がみら
れ、異文化の見方や母文化の存在認
識が、さらなる勅使の獲得や異文化
交流の実践への意欲に結びつくこと
がわかった。
（pp.147-174）

2008～11年まで実施したWebﾘﾌﾚｸｼｮ
ﾝ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ（WRP）活用授業の事例を
もとに、授業ﾌｫｰﾏｯﾄ、ICT活用の方
法、授業改善との関連を中心に論じ
た。また、KHcoderによるWRPのﾃｷｽﾄ
分析を蓄積することで、学びのﾌﾟﾛｾｽ
の認知を経年変化として把握する可
能性について言及した。
塩雅之・石川勝博・寺島哲平・堀口
秀嗣・北根精美・坂井知志・町英
明・星名由美「3-2　個々の学びと向
き合うためのWebﾘﾌﾚｸｼｮﾝ・ﾍﾟｰﾊﾟｰの
活用」（pp.59-61 /p.53-76）

「異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
授業をｱｸﾃｨﾌﾞな学び
の場にする試み―授
業履歴の計量ﾃｷｽﾄ分
析の活用を中心とし
て―」

単著

ニューツーリズムと
はどのようなツーリ
ズムなのか

共著 2014年11月 ｺﾐｭﾆﾃｨ振興学部紀要
『ｺﾐｭﾆﾃｨ振興研究』
第15号

単著 2013年3月 常磐国際紀要第17
号、91-101頁
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20.

（辞書･翻訳書等）

1.

（報告書･会報等）

1.

2.

3.

4.

5.

6.

「「外国人技能実習
制度の定着化におけ
る監理団体と外国人
材の役割
―「よくやってくれ
る」彼らへの依存は
固定化していくのか
―」

単著 2021年3月 常磐大学人間科学部
紀要『人間科学』第
38巻第2号

過去16年間の日立鹿島事業所管内の
監督機関Aにおける外国人人材確保の
背景と最近の動向、技能実習生の研
修内容や仕事への期待について、監
督機関Aへのヒアリングと、日本語研
修センター・宿舎の外国人技能実習
生115名への構造化インタビューに基
づいて明らかにした。また、外国人
技能実習生を活用して農業経営を維
持・拡大していくシステムが、数十
年前から安定的に地域の農業経営の
中で機能してきた過程が、ロックイ
ン現象としてが明らかになった。
常陽銀行教育研究助成「労働力不足
を克服するための地域社会づくりの
研究」―農業・介護分野における対
応実態調査に基づく方策の検討を中
心として―」教育研究助成（2019年
度）の成果をまとめた。

調査企画、集計、報告書作成を担当
した。水戸市における選挙人名簿か
らの標本抽出、SPSSによる集計設
計、結果報告書の作成に関わった。

プロジェクトベース
の教育

単著 2008年

ホームレスの人達に
関する水戸市民意識
調査

共著 2005年12月 常磐大学被害者学研
究所共同研究

ＩＣタグを使用した
人員点呼商品のコン
セプト開発

単著 2007年

日立商工会議所、中
小企業庁「地域資源
∞全国展開プロジェ
クト」1-15頁,1-8頁

SASマニュアル 1997年

日立の観光・特産物
に関する認知度調査
報告書

2023年3月

LEDを応用した既存商品をもとに、新
しい商品コンセプト、販売戦略を考
えた（調査報告書）。

大学教育と情報、
Vol.17No.1
11-13頁

企業と大学がチームとして、実践的
課題に基づき、問題解決のための協
同作業を行い、双方向のメリットを
追求するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを取り入れた教育
ﾌﾟﾛｾｽの評価について論じた。

ICタグを応用した既存商品をもと
に、新しい商品コンセプト、販売戦
略を考えた(調査報告書）。

幼稚園保護者への「食の消費調査」
（グループインタビュー）および地
場食品のネーミングと販売戦略に関
する報告書を作成した。

日立の観光・特産品認知度調査およ
び口福あんこう関連グッズの開発と
評価に関する調査報告書を作成した

エンドユーザーの視
点で地場食品の販売
戦略を考える

ひたちなかテクノセ
ンター受託研究

2006年 ひたちなかテクノセ
ンター受託研究

地場産業の技術を活
用した新商品コンセ
プトの開発

ひたちなかテクノセ
ンター受託研究

単著 2005年

常磐大学人間科学部
紀要『人間科学』第
40巻第2号

共著

単著

「コロナ禍で露呈し
た外国人材依存社会
の脆弱性」

単著

単著 2006年

外国人材確保のための経路が、コロ
ナ禍により遮断され、修復されてき
た過程とそれに伴う問題、脆弱性が
露呈した外国人材確保の経路の今後
について論じた。
人材確保のための経路遮断、コロナ
禍以前から外国人材に依存していた
産業分野におけるコロナ禍の雇用実
態、外国人材確保のための経路修復
過程、不法残留・就労、収容施設の
対応策について、公的統計データを
もとに実態を示した。
さらに、労働力確保に課題を抱えて
いた欧州、豪州の、新型コロナによ
る雇用確保の対策事例を示し、日本
と同様に外国人材確保のための経路
の脆弱性があることを指摘した。



7.

8.

9.

10.

11.

12.

（国際学会発表）

1.

共著 2012年11月 公益社団法人私立大
学情報教育協会
学系別ｻｲﾊﾞｰ・ｷｬﾝﾊﾟ
ｽ・ｺﾝｿｰｼｱﾑ運営委員
会

　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ関係学教育における学士
力検討、到達目標の一部を実現する
ための教育改善ﾓﾃﾞﾙ、改善ﾓﾃﾞﾙに必
要な教育力、FD活動と課題について
報告した。報告にいたるまでの議論
に参加し、報告書作成においては教
育改善ﾓﾃﾞﾙを担当した。
北根精美・阿部勘一・鈴木利彦「ｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝ関係学分野」（pp.64-
69/p.348）

「2011年生活習慣調
査（学生家族）報告
書」

単著 2012年3月 常磐大学学内研究
「茨城県版食品摂取
頻度調査票を活用し
た生活総合評価ｼｽﾃﾑ
の開発」

常磐大学学内研究
「茨城県版食品摂取
頻度調査票を活用し
た生活総合評価ｼｽﾃﾑ
の開発」

単著 2012年3月

「大学教育への提言
未知の時代を切り拓
く教育とICT活用」

「初年次教育の実践
と具体的改善案―
2005-2007年度常磐
大学課題（共同）研
究助成『ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ｽ
ｷﾙの改善と教育効果
向上の研究』の成果
として－」

単著 2009年3月 常磐大学国際学部
『常磐国際紀要』第
13号

ﾌﾟﾚｾﾞﾐﾅｰﾙⅠ・Ⅱ・Ⅲを学修した2・3
年生を対象に授業目的の達成度を検
証するため、学習目標についての理
解、ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ｽｷﾙの習熟度、学生が
望む授業ｽﾀｲﾙの観点から聞き取り調
査を実施した。「ﾌﾟﾚｾﾞﾐﾅｰﾙ授業展開
案（2008年3月）」の方向性が授業に
反映されていることがわかった。
（pp.162-166, pp.173-174, pp.176-
177）

児童養護施設におけ
る職員の負担感と子
どもの個別的ケアへ
のニーズ（調査報告
書）

共著 2013年2月

Victimization of
marginalized
groups
分科会司会

2009年8月27日 国際被害者学会 発表者数８名
分科会レポート(英文2,280)

自動認識技術を用いた情報コンテン
ツについて、生活シーン、ターゲッ
ト別のニーズを考えた（調査報告
書）。

2011年大学生の生活
習慣調査報告書」

「2011年大学生の生活習慣調査」の
家族を対象として、生活習慣を家
事、運動、衛生、食生活、飲酒・喫
煙、娯楽、生活習慣の自己評価の側
面から捉え、その実態を把握するた
めに、留め置き調査を実施した結果
をまとめたものである。また、震災
後の生活習慣の変化を調べるための
項目―食事、睡眠、運動の変化―を
追加した。回答者は2011年5月に実施
した学生161人の家族124人である。
（pp.1-24）
（北根精美・佐藤隆弘）＊報告書執
筆担当。

　大学生の生活習慣を家事、運動、
衛生、食生活、飲酒・喫煙、娯楽、
生活習慣の自己評価の側面から捉
え、その実態を把握するために、ま
た、2010年「大学生の生活習慣調
査」の調査票に震災後の生活習慣の
変化を調べるための項目―食事、睡
眠、運動の変化―を追加し、2011年5
月に実施した学生161人に対する留め
置き調査の結果をまとめたものであ
る。（pp.1-38）
（北根精美・佐藤隆弘）＊報告書執
筆担当。

1-46頁 児童数37名規模の児童養護施設の職
員に対して、質問紙による面接調査
と半構造化ｲﾝﾀﾋﾞｭｰを実施した。職員
の職務内容とその負荷について、時
間帯、ｹｱ対象者別の把握、充実が必
要だと考える児童へのｹｱ内容を調査
した結果を報告した。
（pp.1-46）

自動認識技術を使っ
た情報コンテンツの
開発

単著 2009年1月1日 ひたちなかテクノセ
ンター受託研究
1-10頁



（国内学会発表）

1.

2.

3.

4.

5.

6.

異文化理解のための
インターネット交流
プロジェクト―計画
から実施までのプロ
シージャ評価を中心
として―

初心者向けコン
ピュータ授業のため
のweb教材開発―学
習者のweb教材評価
データに基づく分析
を中心にして―

ｋｅｙｐａｌとの異
文化交流における自
己表現の問題

1997年9月

1998年より導入したWeb教材の内容と
それを用いた授業への評価ﾃﾞｰﾀをも
とに、初心者にとって使いやすくわ
かりやすい教材の要素について分析
した。その結果、現状のWeb教材には
操作、内容に60％以上が問題ないと
答えており、また、学習相談の掲示
板利用は、ｸﾗｽﾒｰﾄに直接聞く学生が
多いため利用頻度が低かった。わか
りやすさの要素を高めるために、画
像・写真を多用した説明、電子ﾒｰﾙで
の個別質疑応答が要望された。
（pp.68-71）

日仏の学生が電子ﾒｰﾙを利用した異文
化交流を行った。第二外国語として
の英語によるﾛｸﾞを内容分析した結
果、日仏学生の話題作りに違いが見
られた。さらに、ﾊﾞｲﾌﾟﾛｯﾄ分析によ
り、日本人学生の話題が自分自身、
相手への質問から構成されているこ
とと、仏学生の話題が自分自身、身
近な社会、自分が暮らす地域社会か
ら構成されていることの相違を視覚
化することができた。（pp.49-50）

1998年9月

　早稲田大学ﾒﾃﾞｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰの情報
教育実践を事例として、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを媒
体とした共同学習において、必要と
なる基本技能としての情報検索、統
合、発表、ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ技能について検
討した。その結果、4技能の修得を目
的とした授業では、学習者がPC操作
やﾈｯﾄﾜｰｸ利用を通して、情報倫理やｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀ媒体によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの特徴を
理解しやすいことがわかった。

1998年10月 平成10年情報処理研
究集会、講演論文集

コンピュータを媒体
とした共同学習のた
めの基本技能に関す
る考察

コンピュータ基礎演
習における受講生の
授業評価指標

1995年9月 第11回日本教育工学
大会、全国大会講演
論文集

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎演習の受講生102人が
12項目5段階の授業評価を実施した。
その結果、因子１）授業構成要素の
量的評価、因子２）授業・自習時の
内容、因子３）ｸﾞﾙｰﾌﾟ学習等の授業
形態が確認された。いずれの因子も
説明力が弱いものの、受講生の授業
認識は授業全体というよりは、個々
の授業要素であることがわかり、受
講生が授業全体と流れを理解できる
ようなﾌﾛｰﾁｬｰﾄが必要であることがわ
かった。（pp.153-154）

コンピュータ演習に
おける学生の問題解
決の為のコミュニ
ケーション・ネット
ワーク

1994年3月 第4回教育工学学関
連学協会連合、全国
大会講演論文集

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ演習の課題に取り組む学生
が問題解決のために利用する、教
員、TA、ｸﾗｽﾒｰﾄとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾈｯﾄ
ﾜｰｳのﾊﾟﾀｰﾝと成績との関係について
考察した。成績のｸﾗｽﾀｰ分析により、
4つのｸﾗｽﾀｰが確認され、成績の良い
学生は成績の良い学生とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ・ﾈｯﾄﾜｰｳを活用していることが明ら
かになった。（pp.13-14）

1999年11月 平成11年情報処理研
究集会、講演論文集

第5回教育工学関連
学協会連合、全国大
会講演論文集

第14回日本教育工学
全国大会、全国大会
講演論文集

異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ授業において、ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ上での異文化交流（ICN）ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを実施した際のﾌﾟﾛｼｰｼﾞｬ評価を中心
に論じた。電子ﾒｰﾙによる異文化ｸﾗｽ
交流（IT IS）を媒介として、ｲﾀﾘｱと
の学校情報雑誌Web編集に参加した結
果、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加の動機にﾊﾞﾗﾂｷがあ
ること、ICNの準備時間が限られてい
ること、交流が一過性になる問題が
浮上した。交流のための基礎を学ぶ
授業の履修、PC操作・語学支援のた
めのTA採用の必要性が明らかとなっ
た。（pp.63-64）
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コンピュータ媒体に
よる共同学習に求め
られる基本的4技能
の習得を目的とした
文系情報教育の研究

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを媒体とした共同学習にお
いて要求される基本的な技能を、情
報検索、統合、発表、ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ技能
として整理し、これらを修得するた
めの情報教育の在り方について考察
した。早稲田大学ﾒﾃﾞｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰの
情報教育を事例として、4技能学習を
前提とした授業実践の結果、学習者
が情報倫理やｺﾝﾋﾟｭｰﾀ媒体によるｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝの特徴を理解する上で有効な授
業形態であることが示された。
（pp.61-68）

「社会的文脈におい
て情報技術を学ぶた
めの入門情報教育」

2000年7月 『日本教育工学会研
究報告書』

2000年1月 早稲田大学メディア
ネットワークセン
ターシンポジウム

　社会的文脈において情報技術を学
ぶことに焦点をあてた、新しいﾀｲﾌﾟ
の入門情報教育を、早稲田大学ﾒﾃﾞｨｱ
ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰにおける授業事例をもと
に考察した。授業ﾌｫｰﾏｯﾄとして、情
報技術をその役割、問題・対策の社
会的文脈でとらえるために、情報技
術の最新ﾃｰﾏをもとに資料調査、議
論、発表を行い、情報技術の活用の
際に、常に社会的な波及効果を認識
できる力の養成を目指した。ｸﾞﾙｰﾌﾟ
学習やWebページでの情報発信・ﾃﾞｨｽ
ｶｯｼｮﾝにより、ﾃｰﾏに関する知識のみ
ならず主体的に問題を捉えて意見形
成をする傾向が確認された。
（pp.63-68）

平成11年12月「日本教育工学会研究
会研究会報告書」を元に、早稲田大
学ﾒﾃﾞｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ「情報処理入門」
の実践を中心に基本的4技能を伸ばす
ための授業ﾃﾞｻﾞｲﾝを紹介した。

「社会的文脈において情報技術を学
ぶための入門情報教育」（平成12年7
月「日本教育工学会研究会報告
書」）の内容をもとに、英語発表ｾｸ
ｼｮﾝ用に報告をまとめた。
（E3A19n1）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上でのBtoB及びBtoC取引が本
格化する中で、国境を容易に超えるｲ
ﾝﾀｰﾈｯﾄにおいて、多元的「価値」、
すなわち複数国間における社会制度
や文化、慣習をどのように扱い、ﾋﾞ
ｼﾞﾈｽを成立しうるのかどうか、中日ｲ
ﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾋﾞｼﾞﾈｽの可能性と課題につ
いて議論した。
（The 5th Conference of IFEAMA at
Seoul、-  Hanyang University,
Seoul Campus）
兪暁軍・北根精美

大学生11人が小学生15人にﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
作成教室を教員の指導のもとに実施
した。ﾜｰﾙﾄﾞｻｯｶｰ大会をﾃｰﾏとして、ﾈ
ﾁｹｯﾄを理解した上で、ｸﾞﾙｰﾌﾟで内容
を作成した。小学生へのIT知識・技
能のｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ役を務めた学生は、ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの計画から実施までの過程を経
験し、また子どもに教えることで自
分の知識・技能を再点検することが
できた。単位認定、Webﾍﾟｰｼﾞﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ
の課題が残された。（3,846文字）

2000年12月

メディアによる共同
学習に求められる基
本的4技能の習得を
目的とした文系情報
教育の研究―ＭＮＣ
『情報処理入門』の
実践―

A Study of using
social context for
teaching
information
technology

2000年10月

情報教育のための学
習環境に関する一考
察

平成12年情報処理研
究集会、講演論文集

教育工学関連学協会
連合第6回全国大
会、教育工学関連学
協会連合、第6回全
国大会論文集

インターネット・ビ
ジネスにおける多元
的「価値」の扱いに
関する考察―中日イ
ンターネット・ビジ
ネスの可能性と課題
を中心として―

2000年10月 東アジア経営学会
（韓国）、講演論文
集

『日本教育工学会研
究報告書』

1999年12月
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2005年6月 異文化コミュニケー
ション学会

外国人研修・技能実
習制度活用企業にお
ける異文化マネジメ
ントの課題

単著 2006年9月 アジア経営学会

茨城県央・県西・鹿行地域におい
て、外国人労働者の増加に伴い、各
国のｺﾐｭﾆﾃｨが見られるようになっ
た。その背景には労働力不足に悩む
地場産業とﾌﾞﾛｰｶｰや同郷人ﾈｯﾄﾜｰｸを
介して集まる外国人の求職ﾆｰｽﾞが相
互に満たされていることがある。ｺﾐｭ
ﾆﾃｨでは彼らと関わる機会がないこと
から、生活ﾙｰﾙ、慣習の違いに違和感
をもっている。一方、彼らは母国と
日本での家族の別居、子どもの教
育、言葉、健康管理と病気、共同生
活の難しさといった問題を抱えてい
ることが明らかとなった。

　異文化との接触機会が少ない学生
が、異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの実際を学ぶた
めに、地域外国人ｺﾐｭﾆﾃｨにおいてﾌｨｰ
ﾙﾄﾞﾜｰｸを実施した。地域社会の外国
人の受け止め方や就労先の工場での
日本人・外国人就労者へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰを
行った結果をKJ法でまとめた。その
結果、ｽﾃﾚｵﾀｲﾌﾟの変容、文化・価値
観の相対化は、段階を経て、あるい
は個人の経験から緩和されたり強化
されたりすることがわかった。

地域外国人コミュニ
ティのフィールド
ワークによる異文化
コミュニケーション
学習の試み

単著

　大学の授業では、学生のﾆｰｽﾞと教
員の授業目標との間に、企業では企
業のﾆｰｽﾞと学生の職業意識との間にﾐ
ｽﾏｯﾁ現象が生じている。これらのﾐｽ
ﾏｯﾁを解消するために、実際的な企業
の課題を大学生がｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝ形
式で取り組み、調査結果と提案内容
を企業関係者に発表するというﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを実施した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加後、
学生は社会で求められるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能
力、教養、ITｽｷﾙを認識し、大学での
学習を能動的に捉えるという変化が
生じた。

企業のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ課題について実践的
に取り組むﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを、都内乳製品
ﾒｰｶｰの支援により実施した。協力企
業においてﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ実務の一端を経
験し、企業での実践的なPC情報処理
を学び、また情報ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ技能を学
ぶことを目指した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけ
る組織体制の整備や工程に加え、ｶﾘ
ｷｭﾗﾑとの連携の課題が浮かび上がっ
た。（pp.21-22）

研修生制度を活用する企業におけ
る、異文化ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに対する意識につ
いて、国内最大の研修生受入れ支援
組織である国際研修協力機構
（JITCO）が実施した「外国人研修生
日本語教育実態調査」の結果と著者
が行った中国人研修生および研修生
受入れ企業へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ結果にもとづ
き分析し、研修生制度活用企業にお
ける異文化ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの課題について明
らかにした。（自由論題報告要旨
6,400字）

プロジェクト型情報
教育の試み

単著 2002年10月

茨城県のニューカ
マーの生活実態と多
文化共生のための課
題

単著

2001年10月 平成13年情報処理研
究集会、講演論文集

平成１４年度情報処
理教育研究者集会

2001年11月 教育工学会第17回全
国大会課題研究、講
演論文集

2004年6月

ｾﾞﾐﾅｰﾙのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおいて、企業3社
のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ課題に取り組む試みを3年
間実施した事例をもとに、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
型情報教育の学習効果と既存ｶﾘｷｭﾗﾑ
との連携について論じた。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
を実施することで学生が気づく知識
や情報技能の不足を補う授業がｶﾘｷｭﾗ
ﾑ内で用意され、次のより高度なﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄへ進むための必修とすること
で、学生はｼｽﾃﾏﾃｨｯｸな学修が可能と
なる。（pp.651-653）

異文化コミュニケー
ション学会

プロジェクトベース
型のコンピュータ学
習

企業・大学間の課題
解決型プロジェクト
の実践と課題
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「分野別教育「学士
力考察」の報告（提
言）」

報告書 2009年12月 社団法人私立大学情
報教育協会『大学教
育と情報』Vol.18
No.3

2010年8月

　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ関係分野教育における到
達目標3点について、ｺｱ・ｶﾘｷｭﾗﾑのｲ
ﾒｰｼﾞ、到達度、測定方法を検討した
結果を報告した。
　北根精美・阿部勘一・鈴木利彦「ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ関係学教育における学士力
の考察」p.6

Webリフレクショ
ン・
ペーパーによる授業
改善と学習管理力の
向上

2009年7月4日
2009年9月5日

社団法人私立大学情
報教育協会・教育方
法研究発表会運営委
員会

　授業ｸﾗｽ内のﾊﾞﾗﾂｷがあっても、
個々の学習者の学びに向き合い、学
修意欲を維持するために、Webﾘﾌﾚｸｼｮ
ﾝ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ（WRP）を導入した。’
08・ ‘09年度の受講生129人の学習ﾛ
ｸﾞをｸﾞﾗｳﾝﾃﾞｯﾄﾞｾｵﾘｰｱﾌﾟﾛｰﾁ（GTA）
により分析した結果、WRPから達成感
や学習意欲の変化、学習者の理解の
程度、学習者が抱える問題を発見す
ることができた。また、WRPがﾗｰﾆﾝｸﾞ
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ・ｼｽﾃﾑの一部として、学習
管理力の向上に役立つ可能性を示し
た。
「Webﾘﾌﾚｸｼｮﾝ･ﾍﾟｰﾊﾟｰによる授業改善
と学習管理力の向上について」
(pp.12-13/p.133)
　平成21年7月の1次選考での発表内
容にKHcoderによるﾃｷｽﾄ分析結果を加
えて、WRPが学習者の個々の学習管理
をし、授業改善につなげる機能があ
ることを示した。
「Webﾘﾌﾚｸｼｮﾝ･ﾍﾟｰﾊﾟｰによる授業改善
と学習管理力の向上について」
(pp.12-13/p.133)

2010年8月 常磐大学教育実践研
究所2010夏期シンポ
ジューム、分科会Ⅲ
-A

話題提供者として日系ﾌﾞﾗｼﾞﾙ人、日
系フィリピン人、日系ﾍﾟﾙｰ人の学生
とともに参加した。学生たちの経験
が「多言語・多文化社会の教育」を
考える上で貴重な情報であった。母
語の獲得の重要性とともに、幼稚
園・小中高を通して家族以外の日本
人との交流が、家族と日本社会をつ
なぐ役割を果たしていることが示さ
れ、教育に携わる関係者が異文化経
験をもつことの重要性も指摘され
た。

常磐大学教育実践研
究所2010夏期シンポ
ジューム

　茨城県大洗町にある日系ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人
集住地域の背景と現状、定住が始
まって以来12年が経過する中で、日
本語を母語としない子供の教育環境
の現状について論じた。就労意識や
二国間にまたがる二重生活、子ども
の将来への考え方が、直接・間接的
に子どもの母語の獲得や日本での学
習の遅れにつながることが示され
た。定住する家族が学校活動に参加
して、子どもの状況を把握するため
に雇用主を含む地域社会の協力が不
可欠である。
北根精美、坂本裕保「大洗のｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ﾝ・ｺﾐｭﾆﾃｨ」分科会Ⅲ-A報告集
（19,200字）

大洗のインドネシア
ン・コミュニティ

2004年と2010年に行ったﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸの
結果をもとに、大洗での集住から12
年が経過した中で、初期移住者の高
齢化、結婚と育児、仕事と景気、中
国人研修生の来日、転職、子どもの
教育、ｾｲﾌﾃｨﾈｯﾄとしての教会・NPO、
二重生活といったﾗｲﾌｲﾍﾞﾝﾄを中心に
実態と日本社会における課題を論じ
た。

シンポジューム「多
言語・多文化社会に
おける教育の展望」

第二の故郷、大洗で
暮らす日系インドネ
シア人

2010年10月 多文化関係学会



24.

25.

26.

27.

（演奏会･展覧会等）

1.

（招待講演･基調講演）

1.

（受賞(学術賞等)）

1.

「本学におけるICT環境の現状と課
題」について報告した。Qs 棟 PC 教
室だけでは対応しづらい場面（ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ・ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝや共同作業）、一般教
室だけでは対応しづらい場面（授業
の一部にだけ学生がPC を利用する場
合；例）文献調査、電子記事の利
用、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの操作など）があり、
一般教室とQs棟PC教室との区別がな
く、同じICT環境で授業が展開できる
ことの必要性を述べた。実現のため
の課題として、ﾈｯﾄﾜｰｸ接続、電子媒
体、授業ｺﾝﾃﾝﾂの記録と電子的活用
（音声録音、講義キャプチャなどの
リソースをもとに復習教材の作成；
確認ﾃｽﾄ、構成概念の整理、試験まで
の学習計画作成）を示した。

本学における
ICT(Information
and Communications
Technology）を活用
した教育実践の可能
性

2018年2月

個々の学びと向き合
うための Web
Reflection
Paper(WRP)の活用

2012年3月 　「FDのための情報
技術講習会」　大阪
経済大学

　「児童養護施設における職員の負
担感と子どもの個別的ｹｱへのﾆｰｽﾞ」
調査結果をもとに、児童養護施設で
暮らす子どもの個性を伸ばすためのｹ
ｱを充実させたいと考える職員が、職
務内容あるいは時間帯、ｹｱ対象者に
よってかかる負荷により、十分にそ
れを実行できない現状を報告した。

2017年度常磐大学FD
フォーラム

児童養護施設におけ
る子どもの個性育成
の問題点：職員が直
面する現状

奨励賞2009年度 社団法人私立大学情
報教育教会

Webリフレクショ
ン・
ペーパーによる授業
改善と学習管理力の
向上

2015年3月多様性を育むための
問題解決型学修

愛と傷つきやすさと
被害者学ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰ
第9回ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰ
（茨城大学）

　Webﾘﾌﾚｸｼｮﾝ・ﾍﾟｰﾊﾟｰの授業での活
用は、学習者の情報処理、過去の知
識との関連付けに役立つだけではな
く、知識の定着や学習ﾌﾟﾛｾｽのメタ認
知の機能があることを示した。授業
ﾃﾞｻﾞｲﾝの事例を紹介すると同時に、ﾘ
ﾌﾚｸｼｮﾝとICT活用により、授業改善の
客観的なﾃﾞｰﾀを容易に作成できるこ
とを示した。

2014年7月

コミュニケーション
関係学私立大学情報
教育協会、成城大学

授業の中で異なる価値観同士のｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝを経験させ、異文化ﾏﾒｼﾞﾒﾝﾄ能
力を高めるための学習環境ﾃﾞｻﾞｲﾝに
ついて論じた。ここでは、留学生比
率が高いｽｲｽの高等教育機関における
事例を取り上げ、学習ﾌﾟﾛｾｽ自体が異
文化ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実践的な学習となって
いることを示した。また、異文化を
背景とした学習者がいない環境にお
いても、「多様性を育む」ﾃｰﾏを設定
し、ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞを取り入れた授業
を設計できることを示した。



（科学研究費採択）

1.

1.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

1.

2.

3.

2008年度 株式会社
ひたちな
かテクノ
センター

地場産業の技術を活
用した新商品コンセ
プトの開発

代表・単
独

株式会社
ひたちな
かテクノ
センター

代表・単
独

受託

2003年4月～2005年3月代表分担者

－

2002年4
月～2005

年3月
－

1565千円

－ －

4637千円

分担者 2007年4
月～2009
年3月

802千円

ＩＣタグを使用した
人員点呼商品のコン
セプト開発

代表・単
独

受託 2007年度 株式会社
ひたちな
かテクノ
センター

受託

分担者 2005年4
月～2007

年3月

代表・単
独

受託 2006年度

代表・単
独

2017年度

アカデミック・スキ
ルの改善と教育効果
向上の研究

(株)常陽
銀行「持
続可能社
会に向け
た地域の
環境づく
り活動」
教育研究

助成

500千円

123千円

500千円

500千円

400千円

2005年度 株式会社
ひたちな
かテクノ
センター

（学内課題研究(共同研究)）

交付・
受入額

概　　　　　要助成を受けた研究等の名称
代表，
分担等
の別

エンドユーザーの視
点で地場食品の販売
戦略を考える

「卒業後、茨城県で
キャリアを形成する
ためのアクティブ・
ラーニング」
―「現代社会学科
ALPｓ」参加学生に
よる「社会人の現
場」を理解するため
の調査―

（奨学･指定寄付金受入れ）

自動認識技術を利用
した情報コンテンツ
の開発

e-learningシステム
の構築と学習効果の
研究

eラーニングシステ
ムと学部コースウェ
アの開発

（競争的研究助成費獲得(科研費除く)）

（共同研究･受託研究受入れ）

研　　究　　活　　動　　項　　目

種　類 採択年度
交付・
受入元

「労働力不足を克服
するための地域社会
づくりの研究」―農
業・介護分野におけ
る対応実態調査に基
づく方策の検討を中
心として―

代表・単
独

2017年度 (株)常陽
銀行「持
続可能社
会に向け
た地域の
環境づく
り活動」
教育研究

助成

149千円



4.

1.

1.

1400千円

－ －

632千円

携帯電話による商品
情報保管、検索シス
テムと商品購入支援
システム

2012年1
月24日

特許第4911475号発明者　森
茂・北根精美

（知的財産(特許・実用新案等)）

－－

－
茨城県のエスニッ
ク・コミュニティに
おける情報環境の研
究

2005年4
月～2007

年3月

茨城県版食品摂取頻
度調査票を活用した
生活習慣総合評価シ
ステムの開発

分担者 2010年4
月～2012

年3月

－
代表・単

独

（学内課題研究(各個研究)）

共同発明
者


